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１．当委員会は、長半減期低発熱放射性廃棄物処分技術検討会（以下、「検討会」）  

から、「長半減期低発熱放射性廃棄物の地層処分の基本的考え方－高レベル放

射性廃棄物との併置処分等の技術的成立性－」と題する報告書をもって、「地

層処分を行う長半減期低発熱放射性廃棄物と高レベル放射性廃棄物（ガラス固

化体）との併置処分の技術的成立性」及び「仏国から返還される長半減期低発

熱放射性廃棄物の固化体形態の変更（低レベル放射性廃棄物ガラス固化体）に

伴う処分の技術的成立性」に関する検討結果の最終報告を受けました。長半減

期低発熱放射性廃棄物の処分に関しては、平成１２年に当委員会が「超ウラン

核種を含む放射性廃棄物の処理処分の基本的考え方」において処分の実施に向

けて検討を深めるべき技術開発課題を示し、旧核燃料サイクル開発機構と電気

事業者がそれを受けて調査研究した結果を平成１７年に「ＴＲＵ廃棄物処分技

術検討書－第２次ＴＲＵ廃棄物処分研究開発取りまとめ－」として取りまとめ

ました。検討会はここに示されている技術的知見等を踏まえて検討を行い、平

成 18 年２月 28 日に当委員会に対して検討結果の報告を行いました。当委員
会はこの報告に対して国民の方々から広く意見を募集し、その結果頂いた意見

のうち、最終報告を取りまとめるにあたって検討会が考慮すべきと判断された

意見を検討会に示しました。検討会の最終報告はこの意見も考慮して取りまと

められたものであり、上記の２つの処分の技術的成立性があると判断するとと

もに、長半減期低発熱放射性廃棄物の処分事業の実施に向けて今後取り組むべ

き課題も示しているものです。 
当委員会は、この最終報告は適切な検討手続きを経て得られたものであると

判断し、これを踏まえて、上記の意見公募で頂いた意見のうち、当委員会が対

応するべきと判断された意見も考慮しつつ今後の取組のあり方について検討

を行った結果、次のように考えます。 
 
（１）これらの処分方策を長半減期低発熱放射性廃棄物の地層処分の処分方策

の選択肢とすることは適切である。 

（２）これまでの技術的知見の蓄積を踏まえて、所管行政庁においてこの廃棄

物の処分事業の実施主体のあり方及びそれに対する国の関与のあり方等の

検討が進められるべきである。また原子力安全委員会及び原子力安全・保



安院において地層処分等に関する安全規制基準の策定が着実に進められる

ことを期待する。 
（３）国、事業者は、これらの方策によることを含む長半減期低発熱放射性廃

棄物の処分事業の実施に向けて、具体的な技術基盤整備に向けた技術開発

及び技術的知見の蓄積を今後とも継続するべきである。 

 

 
２．国、事業者等には、上記の制度の整備に伴って長半減期低発熱放射性廃棄

物の処分事業が速やかに実施できるよう、長半減期低発熱放射性廃棄物に関す

る研究成果やその処分のための安全確保に関する取組等について国民に説明

し意見交換を行うなど、その処分場の立地に向けて相互理解活動を継続的に行

っていくことを期待します。 
 
３．当委員会は、上記に示した取組が的確に進められることが重要であると考

えており、その実施状況につき関係者から適宜適切に報告を受けることとしま

す。 
 




